
株式等の決済期間の短縮化に伴う業務規程等の一部改正について

２０１８年１０月５日

株式会社東京証券取引所

Ⅰ．趣旨

当社は、業務規程等に関する一部改正を行い、２０１９年７月１６日から施行します（詳細につい

ては規則改正新旧対照表を御覧ください。）。

今回の改正は、株式等の決済期間を短縮化することに伴い、所要の対応を行うものです。

Ⅱ．改正概要

１．決済日

・普通取引（国債証券の売買に係るものを除く。）、立会外

分売及びＴｏＳＴＮｅＴ取引（売買契約締結の日に決済を

行うものを除く。）は、原則として売買契約締結の日から

起算して３日目（休業日を除外する。以下、日数計算につ

いて同じ。）の日に決済を行うものとします。

・顧客から取引参加者への売付有価証券又は買付代金の交付

期限を１日前倒しします。

・出資証券、利付転換社債型新株予約権付社債券及び利付交

換社債券の売買において決済日が売買契約締結の日から起

算して５日目の日又は６日目の日となっている場合の決済

期間をそれぞれ１日短縮します。

２．信用取引の委託保証金

・顧客は、信用取引に係る委託保証金について、売買成立の

日から起算して３日目の正午までの取引参加者が指定する

日時までに差し入れるものとします。

・取引参加者は、信用取引に係る委託保証金の追加差入れに

ついて、顧客に損失計算が生じた日から起算して３日目の

日の正午までの取引参加者が指定する日時までに差入れさ

せなければならないものとします。

（備 考）

・業務規程第９条及び第４２

条、受託契約準則第１１条、

ＴｏＳＴＮｅＴ市場に関する

業務規程及び受託契約準則の

特例第８条等

・受託契約準則第３９条及び第

４８条



３．その他

・その他、所要の改正を行います。 ・信用取引・貸借取引規程第１

３条、清算・決済規程第１７

条、受託契約準則第３１条及

び第３７条等

Ⅲ．施行日

２０１９年７月１６日から施行します。

※ただし、売買システムの稼働に支障が生じた場合その他やむを得ない事由により、２０１９年７月１６日から施行す

ることが適当でないと当社が認める場合には、同日以後の当社が定める日から施行します。

以  上


